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消防庁

・東京オリンピック・パラリンピックに向け、ＩＣＴを活用したおもてなしを実現するための
取組みや、サイバーセキュリティに関する取組みを行っています。

・クールジャパン推進の一環として、アニメやドラマなどの放送コンテンツを海外へ展開
しています。また日本型郵便システムを海外へ輸出しています。

・ＩｏＴやビックデータなど、ＩＣＴ利活用による街づくりや、“人“や“仕事“の地方への流れ
を促進する「ふるさとテレワーク」を推進しています。

・MVNO（格安スマホ）の普及促進によるスマートフォンの料金負担軽減に
向けた取組みを行っています。

・青少年がスマホやＳＮＳなどを安心して利用するための環境整備や、
電気通信サービスの消費者保護に関するルールづくりをしています。

・各省が行政活動を行うに当たって守るべき共通ルールを所管し、行政活動の適正化
を図るのみならず、ペーパーレス化やフリーアドレス制の導入など、国家公務員の働き
方改革にも取り組んでいます。

・社会的な問題や行政相談等によって得た国民の意見をきっかけとして、職員自ら調
査を行い、各省庁の行政活動における課題を把握、分析し、その改善方策を示すこと
で、国民本位のより良い行政の実現を図っています。

・国勢調査や経済センサス等、各省や地方公共団体の政策、民間
企業の経営戦略の土台となる、統計の作成・提供を行うとともに、
統計調査の重複排除等、品質向上に取り組んでいます。

→国家行政の中枢である霞が関において、「縦割り行政」ではなく
省庁横断的に仕事ができる職場です！

・地方の人口減少が著しい中、地方分権改革がより求められる現在、定住自立圏構想や
地域おこし協力隊、ふるさとワーキングホリデーなどの新たな政策を企画・立案しています。

・すべての地方公共団体が、福祉、学校教育、消防、道路や河川等の整備をはじめとした
国民生活に密接な行政サービスを確実に提供できるよう、地方財政計画や地方交付税、
地方債などにより地方公共団体に財源保障をしています。

・地方公共団体の重要な財源である地方税の充実・確保を図ることで地方分権改革を進
めるとともに、ふるさと納税やエコカー減税など時代の変化に対応した地方税制改正の企
画・立案を行っています。

・ミサイルや地震等の情報を国民に知らせるＪアラート等の整備を進め、
緊急時には災害対応の司令塔として、緊急消防援助隊のオペレーションや
官邸・関係府省・地方公共団体との連絡調整にあたっています。
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http://www.excite.co.jp/News/bit/00091127987007.html

